
人
人 R02 8,402
％ H27 8,039
人
人
％

R02

H27
×

×

×

×

○

○

○

×

×

×

×

○

×

× ×

○ ×

○ ×

× ×

○ ×

× ×

× ○

千円

う ち 補 助
単 独 % 97.9 %

千円 (%)

令 和 4 年 度 H27 年 国 調 52,294 区 分 R02 年 国 調 H27 年 国 調
人
口

R02 年 国 調 48,602 産 業 構 造 人口集中地区人口
年国調 都道 府県 団 体 名

増 減 率 △ 7.1 年国調
2121

常 陸 太 田 市
地 方 交 付 税 種 地 Ⅱ-2

市 町 村 類 型 Ⅱ-1

茨 城 県
面 積 (k㎡) 371.99

08

人 口 密 度 ( 人 ) 131

決 算 状 況
住

民

基

本

台

帳

人

口

5.3.31 47,916 第 １ 次 1,806人 2,083人
4.3.31 48,900 7.6% 8.4%

増 減 率 △ 2.0
歳 入 の 状 況 ( 単 位 千 円 ･ ％ ) 第 ２ 次 6,215人 6,838人
区 分 決 算 額 構 成 比 経常一般財源等 構 成 比 26.5% 27.4% 年国調世帯数

指 定 団 体 等
の 指 定 状 況

区 分 令和4年度(千円) 令和3年度(千円)
地 方 税 5,307,895 19.5 5,138,741 33.9 19,243
地 方 譲 与 税 375,490 1.4 375,490 2.5 第 ３ 次 27,890,315
利 子 割 交 付 金 2,022 0.0 2,022 0.0 63.3% 61.1% 19,436

14,868人 15,212人 年国調世帯数 歳 入 総 額 27,272,659
旧 新 産 歳 出 総 額 25,920,114 26,204,284

29,311 0.2
市 町 村 税 の 状 況 ( 単 位 千 円 ･ ％ )

旧 工 特 歳 入 歳 出 差 引 1,686,031
株式等譲渡所得割交付金 23,164 0.1 23,164 0.2 低 開 発 翌年度に繰越すべき財源 228,413 161,497

1,352,545配 当 割 交 付 金 29,311 0.1

1,524,534
ゴルフ場利用税交付金 61,711 0.2 61,711 0.4 山 振 単 年 度 収 支 △ 400,402 217,066

収 入 済 額 構 成 比 超 過 課 税 分
旧 産 炭 実 質 収 支 1,124,132地 方 消 費 税 交 付 金 1,114,209 4.1 1,114,209 7.3

区 分

903,106
軽油引取税・自動車取得税交付金 369 0.0 369 0.0 法 定 普 通 税 5,120,974 96.5 29,433

5,120,974 96.5 29,433 過 疎 積 立 金 763,793特別地方消費税交付金 - - - - 普 通 税
首 都 繰 上 償 還 金 - -

自動車税環境性能割交付金 32,007 0.1 32,007 0.2 市 町 村 民 税 -2,439,308 46.0 29,433 近 畿 積 立 金 取 崩 し 額 -

一人当たり平均9,542,741 35.0 8,223,116 54.3 法人均等割 85,326 1.6 - 財 政 再 生

中 部 実 質 単 年 度 収 支 363,391 1,120,172
地 方 特 例 交 付 金 等 35,439 0.1 35,439 0.2 所 得 割

法 人 事 業 税 交 付 金 71,702 0.3 71,702 0.5 個人均等割 87,647 1.7 -
2,157,393 40.6 - 市 町 村 圏

特 別 交 付 税 1,315,611 4.8 - -
指数 表 選 定

うち消防職員

- 教 育 公 務 員

普 通 交 付 税 8,223,116 30.2 8,223,116 54.3 法 人 税 割 108,942 2.1 29,433

4,014 0.0 - - うち純固定資産税

2,186,203 41.2 - 財 源 超 過固 定 資 産 税

60.9 15,107,281 99.7 軽 自 動 車 税
2,155,209 40.6 -

-

給料月額(百円)
1,606,196 3,193

310,244 3,52688
503

31,486 3,498
89,288 2,88031

9交通安全対策特別交付金 4,165 0.0 4,165 0.0 市町村たばこ税 292,867 5.5
202,420 3.8( 一 般 財 源 計 ) 16,596,060

3,199
-

使 用 料 243,001 0.9 17,924 0.1 特別土地保有税 - -
176 0.0 - 臨 時 職 員分 担 金 ・ 負 担 金 31,595 0.1 - - 鉱 産 税

-
- -手 数 料 190,200 0.7 - - 法 定 外 普 通 税

1,637,682合 計 512
-

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等 定 数 適用開始年月日
17,767 0.3

186,921 3.5 - 一人当たり平均給料
都 道 府 県 支 出 金 1,491,438 5.4 - - 入 湯 税
国 有 提 供 交 付 金 - - - - 法 定 目 的 税

(報酬)月額(百円)-

7,633
寄 附 金 50,085 0.2 - - 都 市 計 画 税 169,154 3.2

- - 議員公務災害 し尿 処理 市区町村長 1財 産 収 入 114,065 0.4 28,357 0.2 事 業 所 税 -

6,433-

事務 機 共 同 常備 消 防 議 会 議 長
繰 入 金 562,124 2.1 - - 水利地益税等 - - -

非常勤公務災
害 ごみ処理 副市区町村長 1

1,530,300 5.6 - - 3,930

6.2 - - 法 定 外 目 的 税
税 務 事 務 4,129

退 職 手 当 火 葬 場 教 育 長 1 6,234

-
1 4,577-

そ の 他

小 学 校 議会副議長 1

伝 染 病

-

13,607,408 13,623,102
5,417,137

構 成 比 (A)のうち普通建設事業費 (A)の充当一般財源等 基 準 財 政 需 要 額
5,265,524

区 分 令和4年度(千円) 令和3年度(千円)

うち減税補てん債 - - - -
29,433197,800 0.7うち臨時財政対策債 合 計 5,307,895 100.0

決 算 額 構 成 比 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率 区 分 決 算 額 (A)
基 準 財 政 収 入 額

区 分
6,734,703 6,533,678

3,049,816 11.8 2,954,197 - - 総 務 費 3,711,474
議 会 費 194,365 0.7 - 194,365 標 準 税 収 入 額 等4,980,872 19.2 4,745,724 4,709,016 30.7

扶 助 費 4,126,052 15.9 1,255,719 1,205,431 7.9
9.8

元 利 償 還 金

14.3 79,476 3,159,130 標 準 財 政 規 模 15,155,636 15,602,900
0.40 0.41

2,397,921 9.3 2,323,667 2,323,667 15.1 衛 生 費
民 生 費 8,009,647 30.9 18,866 4,508,003 財 政 力 指 数

2,397,921 9.3 2,323,667 2,323,667 15.1 労 働 費 15,208 0.1
2,220,435 8.6 27,806 1,684,044 実 質 収 支 比 率 (%)

97.9
- - - - 11.8 10.92.8 113,966 523,148

8,325,110 8,238,114 53.7
- 農 林 水 産 業 費 733,873

7.4
- 15,208 経 常 一 般 財 源 等 比 率 (%) 100.0

-

-

物 件 費 4,047,546 15.6 3,001,178 2,484,941 16.2 土 木 費 3,663,433 - -

-

-4.0 347,826 564,976 実 質 赤 字 比 率 （ ％ ）

5.5 460,059 953,585 実 質 公 債 費 比 率 (%) 2.8

- 財 調 6,342,192

3.8維 持 補 修 費 872,121 3.4 782,188 782,188 5.1
2,890,106 11.2 2,511,428 1,297,271 8.4 9.7

5,578,399
繰 出 金 2,315,711 8.9 1,910,999 1,837,625 12.0 公 債 費 2,397,921 9.3 - 2,323,667 減 債 7,832,768 7,910,988

9,961 0.0 9,961 9,961 0.1 災 害 復 旧 費 - - -

3,790,792

積 立 金 955,464 3.7 793,610 203,865 - 4,617,481 4,876,242
投資･出資金･貸付金 1.5 - - - -

1.3 諸 支 出 金 - - -
17,366,882 18,182,253

-
18,262,601 物 件 等 購 入 - -

-
2,941,807 11.3 554,223

3,864,505

前 年 度 繰 上 充 用 金 - - -

下 水 道 1,170,169
う ち 人 件 費

-
1,477,507 5.7 463,328 簡 易 水 道 208,632
1,402,783 5.4 57,878 上 水 道 152,993

11,294 収 益 事 業 収 入 -
加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 7,342

96.7

再 差 引 収 支 97,353 そ の 他 3,652,500

工 業 用 水 道 17,000 保険税(料)収入額 74

99.6 98.82,315,711 326

実 質 的 な も の -

99.6

-
災害 復旧 事 業費 (減収補てん債（特例分）

- - - 農 業 共 済 - 国 庫 支 出 金 0 合 計 99.5 98.1

被 保 険 者 数 ( 人 )

98.7

97.5

そ の 他

99.4

市 町 村 民 税

人
人

収
支
状
況

地 方 交 付 税
区 分 職員数(人) 給料月額(百円)

一
般
職
員
等

一 般 職 員
震災復興特別交付税

うち技能労務員

-国 庫 支 出 金 4,325,134 15.9 - - 目 的 税 186,921 3.5

減額なし：R4.4月～R4.6月　減額あり：R4.7月～R5.3月

減額なし：R4.4月～R4.6月　減額あり：R4.7月～R5.3月

減額なし：R4.4月～R4.6月　減額あり：R4.7月～R5.3月

減額なし：R4.4月～R4.12月　減額あり：R5.1月～R5.3月

減額なし：R4.4月～R4.12月　減額あり：R5.1月～R5.3月

地 方 債 議 会 議 員 17 減額なし：R4.4月～R4.12月　減額あり：R5.1月～R5.3月老 人 福 祉 中 学 校
諸 収 入 448,461 1.6 40 0.0 旧 法 に よ る 税 -

- -繰 越 金 1,686,031

歳 入 合 計 27,272,659 100.0 15,157,767 100.0

性 質 別 歳 出 の 状 況 (単位千円･％) 目 的 別 歳 出 の 状 況 ( 単 位 千 円 ･ ％ )

人 件 費
う ち 職 員 給

公 債 費

一時 借入 金 利子 公 債 費 負 担 比 率 (%)
健

全

化

判

断

比

率補 助 費 等 将 来 負 担 比 率 （ ％ ）教 育 費 2,516,474
消 防 費 1,429,427

203,971 2,178,717

14.1 1,689,837 2,157,758 連結実質赤字比率（％）
商 工 費 1,027,857( 義 務 的 経 費 計 ) 11,504,845 44.4

392,514 383,865

実 質 収 支 186,800 保 証 ･ 補 償
2,941,807 11.3 554,223 25,920,114

70,000 0.3 70,000 合 計

99.3 97.2

うち一部事務組合
積 立 金
現 在 高

特 定 目 的
前年度繰上充用金 地 方 債 現 在 高

- -
投 資 的 経 費 経常経費充当一般財源等計 歳 出 合 計 100.0 2,941,807

(

支

出

予

定

額

)

債

務

負

担

行

為

額

14,844,004 公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

国
民
健
康
保
険
事
業

会
計
の
状
況

普通建設事業費
経 常 収 支 比 率

99.2 96.1

被保険者
１人当り

土 地 開 発 基 金 現 在 高 - -
失業 対策 事 業費 及び臨時財政対策債除く) 徴

収

率
現
年

･ 計歳 入 一 般 財 源 等 保 険 給 付 費

歳 出 合 計 25,920,114 100.0 18,262,601 19,612,841 純 固 定 資 産 税


